
石狩地区

厚田 区

浜益 区

濃昼地区

送水量 送水量
13,550ｍ3/日 175ｍ3/日

施設能力　Ⅰ期 34,164 ｍ3/日 配水池容量 6,347 ｍ3 配水池容量 221 ｍ3
施設能力　Ⅱ期（H37～） 77,800 ｍ3/日

送水量
送水量 1,248ｍ3/日
7,850ｍ3/日

配水池容量 4,242 ｍ3 配水池容量 800 ｍ3

送水量
97ｍ3/日

配水池容量 212 ｍ3
高岡配水場

石狩西部広域水道企業団当別浄水場

花川北配水場

新港中央配水場 生振（おやふる）配水場

八幡配水場

配 水 配 水

配 水 配 水

配 水

配水池容量 90 ｍ3
施設能力 72 ｍ3/日

濃昼（ごきびる）浄水場濃昼（ごきびる）取水施設
配 水

配水池容量 678.3 ｍ3 配水池容量 72 ｍ3
施設能力 1,800 ｍ3/日

配水池容量 632.4 ｍ3 配水池容量 277 ｍ3
聚富（しっぷ）配水池

厚田取水施設 厚田浄水場 発足（はったり）配水池

望来（もうらい）配水池

配 水 配 水

配 水 配 水

配水池容量 504 ｍ3 配水池容量 65.4 ｍ3
施設能力 879 ｍ3/日

配水池容量 91.9 ｍ3
施設能力 171 ｍ3/日

浜益浄水場

実田（みた）浄水場

幌（ほろ）配水池浜益取水施設

実田（みた）取水施設
配 水

配 水配 水

事例１ 北海道石狩市 

１．水道事業の概要 

１）事業概要 

現在、用水供給を活用した統合・広域化を進めている。統合後の事業概要は下記の通り。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．事業実施上の課題（事業環境） 

１）給水人口および給水量 

市の人口は、平成 19 年度をピークに減少傾向に転じ、平成 52 年に 46,564 人まで減少すると予測。一日平均給水

量についても平成 22 年をピークに減少傾向へと転じている。人口及び給水量の減少に伴う料金収入の減少が見込まれる一

方、水道施設の維持管理経費等の支出増加が見込まれることから、今後も厳しい事業運営が求められる。 

 

 

２）施設効率の低下 

今後は、給水量の減少が予想されることから、水需要に応じダウンサイジングを考慮した施設の更新が必要と考えられている。

ただし、各浄配水場が受け持つ給水区域も分散しているため、地域毎に検討を行っていく必要がある。 

将来的には、極端に人口減少が進む地区や事業効率の低い地区に対しての水道施設の更新が困難となり、ひいては継

続した水の供給が危ぶまれることも予測されている。この様な地区に対する給水方法についても、都市部を対象にした給水サ

ービスとは別に、多様な給水方式を検討し、その中から実情にあった方策を選択していくことも必要と考えられている。 

 

３）施設の老朽化 

水道施設は、昭和 30 年代後半から 50 年代前半にかけて集中的に整備が行われたことから、大部分の水道施設で同

時に老朽化が進行している状況にある。近年では水道管の漏水事故が増加傾向にあり、安定給水に影響を及ぼしつつある

だけでなく、修繕に掛かる費用の確保が課題となっている。 

このことから、限りある財源を有効に活用するため、「石狩市水道施設更新計画」にもとづき優先順位を決めて、老朽化した

水道施設を効率的かつ効果的に更新していくことが必要と考えられている。 

 

 

４）資金の確保 

老朽化した多くの水道施設の更新を進めていかなければならない状況の中で、今後、計画的に各種事業を実施しなければ

ならない。しかし、水道事業の財源（料金収入など）は、人口減少に伴う給水量減少のような外部環境の変化により、年々

減少し続けており、適正な更新費用の確保が困難になる可能性が潜在している。 

 

５）職員数の減少 

水道職員数は、事業の効率化などにより、平成 17 年度には 29 名在籍していた職員が平成 26 年度には 19 名まで

削減されている。 

このような中で水道事業を支えるためには、事務系や技

術系の専門知識を有した職員の確保が必要であるが、豊

富な経験やノウハウを有する職員が退職し始めており、技術

や知識の継承が問題となっている。そのため、人材不足によ

り各専門分野に専属の職員を配置することができず、複数

の業務を兼務する職員が増えることで、長期計画の策定業

務や財政的検討業務の遂行に支障が生じることが懸念さ

れている。 

表－１ 石狩市水道事業の概要（事業統合後） 

図－１ 石狩市における行政区域内人口の実績と予測 

図－３ 管路の更新需要（法定耐用年数で更新した場合） 図－２ 構造物および設備の更新需要（法定耐用年数で更新した場合） 

図－４ 石狩市水道事業における職員数 



３．アセットマネジメントの実施状況 

１）取組状況と実施体制・共有範囲 

「水道ビジョン」（平成 18 年度策定、平成 22 年度フォローアップ策定）を作成し、本市の水道事業のあるべき将来像を

提示した。さらに、「石狩市水道事業のアセットマネジメント」（平成 21 年度策定）を作成し、中長期的な視点に立った、水

道施設の更新と資金確保を実現させるための基礎資料を取りまとめている。 

これにもとづき平成 22年度には「石狩市水道施設更新計画」を作成している。以下この内容を示す。 

   
 

２）更新基準の設定 

「平成 22年度 石狩市水道施設更新計画」では、耐震化計画

及び緊急貯水槽計画を考慮し、各地区における施設及び管路の

整備順位を定め、計画的に更新するため、「水道施設更新指針 

平成17年5月 社団法人日本水道協会」にもとづく、物理評価及

び機能診断を実施し優先更新となる配水系（施設更新）と地区

（管路更新）の選定を行っている。 

（１）現況調査 

管路施設の現況を把握し、問題点を抽出するため、下記の現況調査を行ってい

る。漏水事故は、硬質塩化ビニル管（VWP）がダクタイル鋳鉄管（DCIP）DCIP

の 7倍を超える報告が確認された。 

・漏水事故：漏水事故件数および苦情の件数と内容 

・布設年度：管路の老朽度（埋設年度）及び管種・管径 

・土壌分布：埋設管路の土質 

・重要施設：重要施設（学校、病院等）を調査し重要管路及び施設を把握 

（２）物理評価 

物理評価－重要度評価と更新評価－を行い、「水道施設更新指針 平成17年5月 社団法人日本水道協会」に従い

点数化している。 

重要度評価：各地区の給水人口、給水量、有効率、社会環境 

（重要施設戸数）による、地区の重要度を点数評価 

更 新 評 価：管路の老朽度、事故危険度、漏水、水理条件、耐震

度、水質劣化度を点数評価 

（３）機能診断 

 ①管路の機能診断 

管路の機能診断として、現段階での既設管の老朽度を把握するため、給水状況・布設年度・管種を考慮して調査地点を

複数抽出し、下記の調査を行っている。この結果、DCIP の老朽

度ランクは、一部を除きⅢ～Ⅴ（Ⅲ：更新計画立案、Ⅳ：10

年以内に再診断、Ⅴ：20年以内に再診断）と評価されている。 

・管埋設調査：布設状況の確認、管体および土壌の採取 

・土壌調査：ANSI 評価基準による、腐食土と普通土の判定 

・管体調査：引張試験、ビカット軟化温度試験、偏平試験、

外面調査、ボルト・ナットの腐食調査等 

 ②施設管理状況調査 

施設の機能診断として、取水施設、浄水施設、配水施設の各系統を構成する個別施設の現有機能を評価するため、

「水道施設の機能診断の手引き 概要版 （財）水道技術研修センター」による個別機能診断を行っている。 

 

（４）更新基準の設定 

更新基準は、「石狩市水道事業のアセットマネジメント」で設定した各施設の重要度（故障等発生時の給水への影響）

をもとに、物理評価・機能診断の結果を考慮し、各施設を重要度「大」「中」「小」に分類したうえで、更新基準年数（法定

耐用年数に対する倍率）を定めている。 

管路は、調査の結果 VWP の事故率が DCIP よりも

高いため、更新基準を見直す必要があると判断し、管

種別の更新基準重要度に変更している。 

施設・設備については、老朽化以外に問題は無い結

果を踏まえ、重要度による優先順位を基本としている。

なお施設機器は、過去の故障記録から更新年数を最

長 20年に設定している。 

表－２ 取組状況 

H17 年 １市２村合併（上水と簡水が共存） 

H18 年 地域水道ビジョンの策定 

H18 年 簡易水道事業の再評価（ﾀﾞｳﾝｻｲｼﾞﾝｸﾞ） 

H18 年～19 年 第三者委託の検討（H20 年実施） 

H19 年 上水道事業の再評価（前回はH16 年） 

H20 年～21 年 経営計画の策定 ⇒ 値上げ示唆 

H21 年 水道事業変更届出（ H22 年事業統合） 

H21 年 アセットマネジメント実施・公表 

H22 年 第三者委託のエリア拡大 

H22 年 施設更新計画を策定 

H26 年 新水道ビジョン策定 

 

地方公共団体の長（首長） 

実施体制 

共有範囲 

図－５ 年別事故件数 

表－３ 重要度評価結果（施設） 

      図－７ 管体状況             図－８ 土質状況       

      図－９ 引張試験             図－１０ 偏平試験       

      図－１１ 管厚測定             図－１２ ボルト・ナット調査       

        図－６ 土壌の腐食性       

表－４ 重要度・優先度に応じた更新時期    

   表－５ 管路更新基準  



３）更新需要の算定結果 

設定した更新基準により概算事業費（年次別）を算出した結果、計画更新による事業費は下記に示すとおりとなった。 

管路は2021年（平成33年）からの更新となり、施設は、2013年（平成25年）からの更新となった。最大事業費は、

2061 年（平成 73年）で約 13億円であり、最小事業費は、2032 年（平成 44年）で 1千万円となった。 

なお、施設の事業費はデフレデータにより、施工価格を現在価格に修正しており、管路については、比較検討によりダクタイ

ル鋳鉄管K形を採用している。 

 

 
 

４）更新事業費の平準化 

算定された更新需要にもとづき、事業の平準化を行った。平準化の期間は、各施設のうち最も更新基準年数の短い施設

（電気設備等）を考慮し、20 年を採用している。 

この結果、今後 20年は 320,000 千円/年の事業費が必要との結果になった。 

 

 

 

 

 

４．アセットマネジメント結果の活用：更新計画の策定 

2013 年（平成 25 年）から 2032 年（平成 44 年）までの平準化した単年度事業費約 320,000 千円にもとづき、

事業計画を作成した。（下記図-15 事業計画表） 

事業計画は、更新基準（優先順位と更新年数）にもとづき、管路更新、施設更新、耐震化計画、緊急貯水槽の整備

を計画し、各地区及び施設の工程表を下記（図-16 事業計画工程表）のとおり取りまとめている。 

 

 

 

        図－１５ 事業計画表 

        図－１６ 事業計画工程表 

表－６ 更新計画内訳書（抜粋） 

図－１３ 更新需要の算定結果 

図－１４ 更新事業費の平準化 



５．その他の取り組み 

１）経費節減 

事業計画の実施に向け、施設規模の適正化や、地区の特性に応じた管種選定など工事手法の適正化検討を行っている。

また、経営の効率化のため、繰り上げ償還、事務の効率化、民間活力の導入を実施し、経費の節減に努めている。 

 

２）料金改定 

経費節減の結果、事業計画実施に対して不足する財源については、アセットマネジメント結果、更新計画の内容について

説明し、料金改定により対応することとした。 

 

  

 

３）住民説明 

平成 21 年度の経営計画策定時点で料金改定の必要性が見込まれており、以降は、市内各地区において水道の厳しい

会計事情に関する説明会を開催している。また、市の広報誌においても料金改定についての記事を掲載し、住民への説明を

行っている。 

改定前には、料金値上げに関するパブリックコメントを実施するほか、住民の理解を得るため水道料金の値上げについて各

地区で頻繁に説明会を開催している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


